
国土強靱化 民間の取組事例 165    普及啓発・人材育成 

社会貢献をする！ ▶普及啓発・人材育成 21レジリエンス人材を育成している例 

165 熊本 4 大学連携による減災型地域社会のリーダー養成
プログラム 

取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 
熊本 4大学（熊本大学、 
熊本県立大学、 
熊本学園大学、 
熊本保健科学大学） 

2330005002106 
4330005002252 
6330005001401 

- 

その他防災関連事業者 
（教育，学習支援業） 

熊本県 

 取組の概要 

 減災型地域社会のリーダー養成プログラム 

 熊本市内の国公私の 4大学は、それぞれの教育資源を活かし、「減災型地域社会の創生に向けた

地域の知の拠点」を形成するべく、「減災型地域社会のリーダー養成プログラム」に取り組んで

いる（平成 24年度に文部科学省の大学間連携共同教育推進事業に選定されている）。 

 減災型地域社会の継続的な実現に向け、地域の大学には、能動的学修能力と実践力を兼ね備え

た人財の育成が求められている。このた

め、行政や住民等との協働作業を行いな

がら、1）減災型地域社会をテーマとした

共同学修プログラム構築、2）大学間単位

認定・地域運営協議会の開催・e ポート

フォリオを活用した教育の質保証、3）リ

ーダー認定制度創設等の取組を進めて

いる。 

 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 「共助」には防災リーダーが必要 

 避難の呼び掛けによる土砂災害の回避、適切な指揮による倒壊家屋からの被害者の救助等、「共

助」を有効に機能させるためには、防災リーダーの存在が重要な役割を持つ。一方、防災リーダ

ーには高齢の方が多く、若い世代のリーダーの育成は大きな課題となっている。 

 「減災型地域社会のリーダー養成プログラム」では、地域社会の自助・共助により災害被害を

最小化する減災型地域社会の実現に向け、幅広い教養と専門教育を修め、異なる価値観の人々

との議論をも取りまとめる実践リーダーの育成を目的としている。 

 本プログラムを履修する学生は、まず 4 大学共通科目である「減災リテラシー入門」を受講し、

減災型地域社会の実践リーダーの基礎を学ぶ。キャンパスの離れた大学間で共通科目を開講す

るための工夫として、連携大学や非常勤講師で構成する講師陣が 4 つの大学を循環しながら講

義を行う方法（講師キャラバン隊）やウェブ上で学習する e ラーニング・システムを構築して

いる。学生はこの共通科目を学んだ上で、熊本大学の 9科目、熊本県立大学 3科目、熊本学園

▲「減災型地域社会のリーダー養成プログラム」

の概念図 
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大学 8科目、熊本保健科学大学 36科目の、各大学の強みを生かした選択必修科目を受講する。 

減災型地域社会リーダーの要件を 17項目の「能力」として整理 

 本プログラムでは減災型地域社会リーダーに資する要件として 17項目の‘能力’の習得を求めて

おり、それに則って「減災リテラシー入門」ならびに選択必修科目の講義と e ラーニングの実

施、リーダー認定を行っている。 

 本プログラムを修了した学生には「減災型地域社会リーダー」として認定証書を授与する仕組

を構築している。 

 なお、本取組では、PDCA サイクルを活用した教育改善システムを構築し、そのプロセスを地

域運営協議会と外部評価委員会から点検・評価を受けることで、教育プログラムの質を保証し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 防災・減災以外の効果 

 大学への問合せや来訪者が増加 

 減災型地域社会のリーダーの養成プログラムについては、各大学の広報等に活用され、大学の

知名度の上昇や来訪者数の上昇等につながっている。また、実社会と結びついた実践的な教育

プログラムの提供へとつながっている。 

 熊本保健科学大学では、本プログラムの授業や演習の様子をニュースレターや卒業生、保護者

向けの広報誌に写真付きで掲載して広く広報しており、オープンキャンパスに来た高校生や受

験生からの問い合わせも増えてきている。 

 韓国順天郷大学校の学生 16名が熊本学園大学における本取組の演習を見学した。 

地域と結びついた実践的な教育の場を学生に提供 

 熊本 4 大学とも、熊本県社会福祉協議会ボランティアセンター及び熊本市社会福祉協議会と、

シンポジウムやワークショップを定期的に開催していたつながりから、熊本大学では、平成 26

年 7 月に熊本市社会福祉協議会による災害ボランティアセンターの設置訓練を実施した。災害

▲PDCA サイクルを活用した教育改善システム 
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時の被災者ニーズの把握、各地から駆けつけるボランティア希望者を被災地へ派遣する手続き

の一連の流れを 500人規模で訓練した。 

 熊本学園大学では、「減災型地域社会リーダー養成プログラム」の研修を阿蘇市で実施した。学

生 20人が参加し、平成 24年に起きた豪雨被災地の仮設住宅への訪問や阿蘇市の障がい者自立

支援作業所を訪問し、障がい者への対応を体験した。 

 

 周囲の声 

  本県では、住民による「共助」が効果的に行われるよう、中心となる自主防災組織の組織率向上

及び活動活性化に取り組んでいる。このため、「4大学連携による防災・減災リーダー養成プロ

グラム」を通し、実践的な防災力を身につけた学生たちが、将来地域に入り、自主防災組織の核

となり、防災リーダーとして活躍してくれることを期待している。（地方公共団体） 

 


